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第２号様式（建設工事等）

入札参加資格審査申請登録票

※受付番号 ※業者番号

受任者役職名

フリガナ

受任者氏名

フリガナ

商号又は名称

「契約締結等を委任する営業所等」欄には、代表者が契約締結等委任事項について支店長、営業所長等に委任する場合に記
入してください。　（委任状の記載内容と一致すること。）本社が契約の相手方になる場合は「本社・本店」欄のみ記入ください。

契
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を
委
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営
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等

フリガナ

受任者の営業所
等の名称▼

本
社
・
本
店

代表者役職名

フリガナ

代表者氏名

郵便番号

受任者の営業所
等の所在地

電話番号 （市外局番から記入してください）

郵便番号

主たる営業所
(本社(本店))

の所在地

電話番号 （市外局番から記入してください）

ファックス番号 （市外局番から記入してください）

ファックス番号 （市外局番から記入してください）

資本金の額
又は出資の総額

千円
常時使用する
従業員の数

☆営業年数

登記簿上の所在地は主たる営業所
の所在地と同じですか？◆  同じ　・　異なる 建設業従事職員数 外国資本の割合（％）

☆建設業許可番号 ☆審査基準日 令和

まで

から

から

まで

から まで

まで

　　「山陽小野田市内の営業所等」欄は、市外に本社・本店がある業者で山陽小野田市内に営業所等がある場合にのみ記入すること。

  山陽小野田
　市内の営業
　所等▲

（この欄は、市内業
者は記入しないこ
と。）

営業所等
の名称

所在地
〒

から

Ｉ
Ｓ
Ｏ
取
得

ＩＳＯの種類 有効期限

電話番号 ファックス番号
申請日における

営業所等の職員数合計

山陽小野田市

営業所等の
代表者役職名

営業所等の
代表者氏名
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18 市内業者は契約締結権等を委任することはできません。「本社・本店」欄のみ記入してください。

「受任者の営業所等名称」欄及び「山陽小野田市内の営業所等▲」の「営業所等の名称」欄は、商号又は名称を
略した営業所等の名称のみ記入してください。

「受任者氏名」欄、「代表者氏名」欄及びそれらの「フリガナ」欄は、姓と名の間に１文字分空けて記入してくださ
い。

個人事業主で、役職を定めていない場合は、「代表者役職名」欄に「なし」と記載してください。

「商号又は名称」欄は、法人の種類を表す文字（例えば㈱など）を用いないで記入してください。

「商号又は名称」、「受任者の営業所等名称」、「受任者氏名」及び「代表者氏名」の各「フリガナ」欄は、カタカナで
記入してください。
なお、「商号又は名称」の「フリガナ」欄は以下のように記入してください。
株式会社＝ｶ、有限会社＝ﾕ、合名会社＝ﾒ、合資会社＝ｼ、合同会社＝ｺﾞ、協同組合＝ﾄﾞ、協業組合＝ｷﾞ、企業
組合＝ｷ、株式会社○○○○の場合、ｶ）○○○○、△△△△株式会社の場合、△△△△（ｶ　と　カタカナでフリガ
ナを記入してください。

第２号様式（建設工事等）裏面

    【記入要領（入札参加資格審査申請登録票）】

※印欄は記入しないでください。

建設業者が☆欄を記入する場合を除き、競争入札参加資格審査の申請日現在における内容で作成してくださ
い。

「山陽小野田市内の営業所等▲」欄の「営業所等の代表者名」欄の姓と名の間は、１文字分空けてください。

パソコンで編集される際に、文字数が多くて記入欄に全て入力できない場合は、印刷後、余白に手書きで追記して
もかまいません。

「ＩＳＯ取得」欄は、申請日現在でＩＳ０(9001、14001）の認証を受けている場合のみ記入してください。

「ＩＳＯ取得」の「有効期限」欄は、この申請書に添付した登録証（附属書を含む）に記載されている有効期限を記入
してください。

「山陽小野田市内の営業所等」欄は、市外の業者で山陽小野田市内に営業所等がある場合にのみ、権限委任に
関係なく▲欄に必ず記入してください。この場合、山陽小野田市税の「滞納のないことの証明書」の添付が必要で
す。市内業者は記入しないでください。

「☆建設業許可番号」及び「☆審査基準日」欄は、建設業者のみ経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書
に記載されているものを記入してください。その他の申請者は記入する必要はありません。

「営業年数」欄は、建設業者においては、経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書に記載されている営業
年数を記入してください。その他の申請者は、第４号様式「経営規模総括表」の「営業年数」欄に記入した年数を転
記してください。

「建設業従事職員数」欄は、市内の建設業者のみ、第１２号様式「建設業従事職員数一覧表」に記入した人数を記
入してください。市外の建設業者等は記入しないでください。

「主たる営業所(本社(本店))の所在地」欄及び「受任者の営業所の所在地」欄は、都道府県名から記入し、登記
簿のとおり正確に記入してください｡（「一丁目２番３号」を「１-２-３」と略さずに正確に記入してください。）「主たる
営業所(本社(本店))の所在地」と登記簿上の所在地が異なる場合は、◆欄の「異なる」を○で囲んでください。

「常時使用する従業員の数」欄は、第４号様式における「測量・建設コンサルタント等業務に従事する常勤職員合
計(実人数）」欄に記入した数とは一致しない場合があります。


